
労働者派遣法が改正されました！ 

派遣労働者の皆さまへ 

派遣労働者の保護と雇用の安定を図るため 

 
 

 
 

派遣会社は、必ずあなたに待遇に関する事項の説明をします 

労働契約を結ぶ前に 

 ① 雇用された場合の賃金の見込み額や待遇に関すること 

 ② 派遣会社の事業運営に関すること 

 ③ 労働者派遣制度の概要 

について、派遣会社から説明を受けてください。 

働くとき 
派遣先の社員との均衡（賃金など）が配慮されるようになります 

派遣会社は、派遣労働者の賃金を決定する際、 

 ① 派遣先で同種の業務に従事する労働者の賃金水準 

 ② 派遣労働者の職務の内容、職務の成果、意欲、能力、経験など 

に配慮しなければなりません。 

教育訓練や福利厚生などについても均衡に向けた配慮が求められます。 

派遣会社のマージン率や教育訓練に関する取り組み状況などが 
わかるようになります 
 より適切な派遣会社を選択できるよう、 

① インターネットなどにより派遣会社のマージン率や教育訓練に関する取り組み状況などが 

 確認できるようになります。 

派遣会社を
選ぶとき 

② 派遣労働者の派遣料金の額が明示されるようになります。 

派遣料金（派遣先が派遣会社へ支払う料金） 

賃金（派遣会社が労働者に支払う賃金） マージン 

明示される時： １ 派遣会社と労働契約を締結するとき   
        ２ 派遣先に実際に派遣されるとき  
                      ３ 派遣料金が変更になったとき 

派遣先の社員 派遣労働者 

あなたの希望により、有期雇用から期間の定めのない雇用への転換
が進められるようになります 

 有期雇用の派遣労働者（雇用期間が通算１年以上）の希望に応じ、 

 ① 期間の定めのない雇用（無期雇用）に転換する機会の提供  

 ② 紹介予定派遣※の対象とすることで、派遣先での直接雇用を推進  

 ③ 無期雇用の労働者への転換を推進するための教育訓練などの実施  

のいずれかの措置をとることが、派遣会社の努力義務になりました。 

 

有期雇用 

無期雇用 

平成２４年１０月１日から施行 

※ マージンには、福利厚生費や
教育訓練費なども含まれています
ので、マージン率は低いほどよい
というわけではなく、その他の情
報と組み合わせて総合的に評価す
ることが重要です。 

厚生労働省  

※派遣先に正社員や契約社員などで直接雇用されることを前提に、一定期間派遣スタッフとして就業する形態 



 
 

 
 

離
職 

離職後１年以内に、派遣労働者として元の勤務先に派遣される 
ことはありません 

直接雇用の労働者を派遣労働者に置き換えることで労働条件の切り下げが行われないよう、離職後 

１年以内に、派遣労働者として元の勤務先に派遣されることはなくなります。 

※ ６０歳以上の定年退職者は例外として除かれます。 

正社員・契約社員 

としてＡ社に勤務 

派遣会社Ｂ社
と労働契約 派遣社員として 

Ａ社に勤務 

１年以内 

改正の詳細については、都道府県労働局にお問い合わせください。 

働くとき 

日雇派遣は、雇用期間が３０日以内の労働契約のときは 
認められません 
 日雇派遣については、派遣会社・派遣先のそれぞれで雇用管理責任が果たされておらず、 

労働災害の発生の原因にもなっていたことから、 

雇用期間が30日以内の日雇派遣は原則禁止になりました。 
 
ただし、以下の場合は、30日以内の日雇派遣が認められます。 
 
 ①禁止の例外として政令で定める業務について派遣する場合 

 ②以下に該当する人を派遣する場合 

  (ア) 60歳以上の人 

  (イ) 雇用保険の適用を受けない学生 

  (ウ) 副業として日雇派遣に従事する人 

  (エ) 主たる生計者でない人 

   ※(ウ)は生業収入が500万円以上、 

   (エ)は世帯収入が500万円以上の場合に限ります。 

30日以内 

労働契約 

○ソフトウエア開発  
○機械設計  
○事務用機器操作  
○通訳、翻訳、速記   
○秘書  
○ファイリング 
 
 

 ○調査  
 ○財務処理  
 ○取引文書作成  
 ○ﾃﾞﾓﾝｽﾄﾚｰｼｮﾝ  
 ○添乗  
 ○受付・案内  
 ○研究開発  
 

○事業の実施体制の  
 企画・立案  
○書籍等の制作・編集  
○広告デザイン 
○ＯＡｲﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ 
○ｾｰﾙｽｴﾝｼﾞﾆｱの営業、 
 金融商品の営業  

禁止の例外として政令で定める業務 

労働局名 課室名 代表電話番号   労働局名 課室名 代表電話番号 

北海道 需給調整事業室 ０１１－７０９－２３１１   滋  賀 需給調整事業室 ０７７－５２６－８６１７ 

青  森 需給調整事業室 ０１７－７２１－２０００   京  都 需給調整事業課 ０７５－２４１－３２２５ 

岩  手 需給調整事業室 ０１９－６０４－３００４   大  阪 需給調整事業第一課 ０６－４７９０－６３０３ 

宮  城 需給調整事業室 ０２２－２９２－６０７１   兵  庫 需給調整事業課 ０７８－３６７－０８３１ 

秋  田 職業安定課 ０１８－８８３－０００７   奈  良 需給調整事業室 ０７４２－３２－０２０８ 

山  形 需給調整事業室 ０２３－６２６－６１０９   和歌山 職業安定課 ０７３－４８８－１１６０ 

福  島 需給調整事業室 ０２４－５２９－５７４６   鳥  取 職業安定課 ０８５７－２９－１７０７ 

茨  城 需給調整事業室 ０２９－２２４－６２３９   島  根 職業安定課 ０８５２－２０－７０１７ 

栃  木 需給調整事業室 ０２８－６１０－３５５６   岡  山 需給調整事業室 ０８６－８０１－５１１０ 

群  馬 需給調整事業室 ０２７－２１０－５１０５   広  島 需給調整事業課 ０８２－５１１－１０６６ 

埼  玉 需給調整事業室 ０４８－６００－６２１１   山  口 需給調整事業室 ０８３－９９５－０３８５ 

千  葉 需給調整事業室 ０４３－２２１－５５００   徳  島 需給調整事業室 ０８８－６１１－５３８６ 

東  京 需給調整事業第二課 ０３－３４５２－１４７４   香  川 需給調整事業室 ０８７－８０６－００１０ 

神奈川 需給調整事業課 ０４５－６５０－２８１０   愛  媛 需給調整事業室 ０８９－９４３－５８３３ 

新  潟 需給調整事業室 ０２５－２８８－３５１０   高  知 職業安定課 ０８８－８８５－６０５１ 

富  山 需給調整事業室 ０７６－４３２－２７１８   福  岡 需給調整事業課 ０９２－４３４－９７１１ 

石  川 需給調整事業室 ０７６－２６５－４４３５   佐  賀 需給調整事業室 ０９５２－３２－７２１９ 

福  井 需給調整事業室 ０７７６－２６－８６０９   長  崎 需給調整事業室 ０９５－８０１－００４５ 

山  梨 職業安定課 ０５５－２２５－２８５７   熊  本 需給調整事業室 ０９６－２１１－１７３１ 

長  野 需給調整事業室 ０２６－２２６－０８６４   大  分 需給調整事業室 ０９７－５３５－２０９５ 

岐  阜 需給調整事業室 ０５８－２４５－１３１２   宮  崎 職業安定課 ０９８５－３８－８８２３ 

静  岡 需給調整事業課 ０５４－２７１－９９８０   鹿児島 需給調整事業室 ０９９－２１９－８７１１ 

愛  知 需給調整事業第二課 ０５２－２１９－５５８７   沖  縄 職業安定課 ０９８－８６８－１６５５ 

三  重 需給調整事業室 ０５９－２２６－２１６５         


